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＊　（Ⅰ）は， 2部構成となっている本論文の前半にあたる。本論文の土台になっているインタビュー調査，
ならびに本論文への情報提供などについてさまざまな便宜を図って下さった助野健児氏（富士フイルムホー
ルディングス株式会社代表取締役会長・取締役会議長：以下，助野会長と略記する），山元正人氏（富士フ
イルム株式会社取締役常務執行役員・イメージングソリューション事業部長イメージングソリューション開
発センター・欧州・中東・アフリカ・アジア・パシフィック地域現地法人管掌：以下，山元事業部長と略記
する），西村亨氏（同社イメージングソリューション事業部イメージングソリューション開発センター長：
以下，西村開発センター長と略記する），山川良樹氏（富士フイルムホールディングス株式会社総務部秘書
室マネージャー会長秘書），松本華奈氏（富士フイルムホールディングス株式会社コーポレートコミュニ
ケーション部広報グループマネージャー）にたいして，御礼を申し上げたい。さらに，インタビュー調査の
準備・実施，および本論文の作成にあたって，市川泰憲氏（日本カメラ博物館研究員）と河原茂晴氏（河原
アソシエイツ代表・一橋大学 CFO教育研究センター長特別補佐）には大変お世話になった。あわせて御礼
を申し上げたい。なお，上記の職位・肩書についてはインタビュー調査を行った当時のものであること，本
論文では，人名の記述に際して敬称略とする場合があること，そして本論文では，基本的にはイメージング
にかかわる文脈を前提に，富士フイルムホールディングス株式会社，および富士フイルム株式会社という正
式名称を「富士フイルム」と略記することをあらかじめお断りしておく。さらに本論文では，引用など特別
なケースを除いて，カメラの種類を表す際には基本的に簡単化のため「一眼レフ」「デジタル一眼レフ」「レ
ンジファインダー」「二眼レフ」「ミラーレス一眼」「コンパクトデジタル（以下，コンデジ）」などと表記す
ることで，これらの後につけるべき「カメラ」という言葉を省略する（ただし，「フィルムカメラ」は例外
とする）。そして本論文に含まれた意図せざる過誤については，著者たちの責任であることをここに記して
おきたい。

＜要　　約＞
本論文では，富士フイルムに焦点をあて，会社の永続化に向けたパーパス志向型サステナビリ
ティ経営について検討する。当社は，人生を豊かにする写真という価値を創造しつつ，企業価値
の向上と社会の持続的発展とを両立させるというサステナビリティにまつわる挑戦的課題に取り
組んでいる。

＜キーワード＞
写真文化，シグネチャ・プロセス，DC，DMC，マルチレベル分析，価値創造，サステナビリ
ティ経営，パーパス
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1 ．はじめに

われわれは，富士フイルムのパーパス（存在意義）ともいえる写真文化（photography culture）

へのこだわりを基盤として，同社の経営を，会社の永続化に向けたパーパス志向型サステナビリ
ティ経営として特徴づける

1）
。その際，当社のパーパスの実現を支えてきたイメージング事業にか

かわる議論を展開する
2）
。本論文では，富士フイルムのサステナビリティ経営の歴史的な進化をふ

まえたうえで，全社（富士フイルム），事業部（イメージングソリューション事業部），職能（イメー
ジングソリューション開発センター），あるいはそれぞれのトップである会長，事業部長，開発セ
ンター長といった 3つのレベルを対象としたケイパビリティ進化のマルチレベル分析を試みる。
以前われわれは，日本におけるカメラ産業の進化プロセスを通時的に解明するための歴史研究
（谷口・市川・フルーエン 2023a, b, c）に従事した。本論文は，そうした日本カメラ産業史を包摂
するイメージング産業の全体的な発展に寄与した最も重要な日本企業の 1つである富士フイルム
に着目したストーリーを提供するものである

3）
。

あいにく学術界では，富士フイルムにかんしてマルチレベルの比較研究が行われてこなかった。
概して，当社にかかわる従来の事例研究といえば， 2次資料のみに依拠し，写真から化粧品やメ
ディカルシステムへの大胆な事業転換を実現した組織的（「マクロ的」）な DC（ダイナミック・ケ

イパビリティ：dynamic capabilities）経営の典型事例として当社を扱い，コダック（Kodak）との比
較の文脈でいくぶん似通った議論を複製してきた。結果的に，当社独自のサステナビリティ経営
のマルチレベルの進化プロセス，とりわけ近年の経営成果を解明する機会が失われ，社会にはあ
る種の思考停止がもたらされたようである。つまり富士フイルムの研究については，当社のマル
チレベルの経時的なケイパビリティ進化にもかかわらず，その解明なしに過去で時間が止められ
たままとなった。
かくして，劇的な環境変化の文脈で当社の「変える力」と「変わる力」とみなされる全社レベ
ルの DCを歴史的に支えてきた富士フイルムのシグネチャ・プロセス，そして当社の価値創造の
源泉たる経営者レベルの DMC（経営者のダイナミック・ケイパビリティ：dynamic managerial 

capabilities）の特徴を解明すべく，経営者へのインタビューや現場での参与観察などをつうじて

1）富士フイルムは2024年 1 月，「地球上の笑顔の回数を増やしていく」というパーパスを実際に制定した。
そして，これに続けて「わたしたちは，多様な『人・知恵・技術』の融合と独創的な発想のもと，様々なス
テークホルダーと共にイノベーションを生み出し，世界をひとつずつ変えていきます」というかたちで，当
社の存在意義を明確に示している。富士フイルムグループ（2024a）を参照。
2）富士写真フイルムは2006年10月，会社分割によって持株会社制へと移行し，富士フイルムホールディング
スとなった。この持株会社は基本的に，富士写真フイルムの事業を継承する富士フイルム，および富士ゼ
ロックスといった 2つの事業会社を統括する。この点については，田中（2006）など参照。くり返しておく
が，本論文ではイメージングにかかわる文脈を前提に，富士フイルムホールディングス株式会社，および富
士フイルム株式会社という正式名称を基本的に「富士フイルム」と略記する。
3）このような観点から他社に注目した試みとして，たとえば谷口・フルーエン（2021a），谷口・市川・フ
ルーエン（2023d, e）がある。
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直接的に情報を収集し，これを分析する共時的な比較研究にはそれなりの意味があるように思わ
れる。そして，当社がそうした事業転換を実行した後，当社の経営は経時的にどのように変化し
てきたか，という戦略変化の通時的な比較研究にも同様のことがいえるだろう。本論文ではこの
ような批判的かつ建設的な問題意識の下，富士フイルムのパーパス志向型サステナビリティ経営
に関連したケイパビリティ進化のマルチレベルの比較分析（e.g., Taniguchi 2022; Taniguchi and 

Fruin 2022; Taniguchi et al. 2023）を試みるつもりである。
本論文は，以下のように構成される。すなわち第 2節では，富士フイルムのパーパスとみなさ

れる写真文化へのこだわりと革新的な技術の発展に寄与してきたイメージングソリューション開
発センターや当社の基盤である写真文化などの検討をつうじて，当社のイメージング事業の特徴
を明らかにする。第 3節では，当社のイメージング事業に関連して全社，事業部，職能といった
各レベルの長に体化された DMCのマルチレベル分析を試みる。第 4節では，写真文化に支えら
れた当社の存在意義を明らかにするとともに，当社独自のパーパス志向型サステナビリティ経営
の特徴を解明する。そして最後に，結語を述べる。

2．富士フイルムのイメージング事業の特徴

2. 1.　イメージング事業の中核をなすイメージングソリューション開発センター
富士フイルムの事業ポートフォリオは，内視鏡，スキンケア化粧品，バイオ CDMO（医薬品開

発製造受託：Contract Development and Manufacturing Organization）などに関連したヘルスケア，複
合機や課題解決型ドキュメントサービスなどを扱うビジネスイノベーション，半導体用のフォト
レジストやファインケミカルなどを扱うマテリアルズ，そしてミラーレスやインスタントカメラ
などを扱うイメージングといった 4つの事業分野からなる。当社の2022年度の売上高は2.86兆円
にも及び，それぞれの事業分野の売上高比率は，順に32.5％，29.3％，22.9％，14.3％となってい
る。さらに， 4つの事業分野を細分化したセグメントごとの売上高上位 5つをみると，順に 1位
メディカルシステム（21.8％）， 2位オフィスソリューション（19.4％）， 3位グラフィックコミュ
ニケーション（12.0％）， 4位ビジネスソリューション（9.9％）， 5位コンシューマーイメージン
グ（9.3％）となっている

4）
。

富士フイルムにおいてイメージングソリューション事業部が従事するイメージング事業は，売
上高比率の点では他の事業と比べて相対的に小さいとはいえ，当社にとって重要な祖業にほかな
らない。そしてそれは，インスタントフォトシステム INSTAX─とくに日本では愛称「チェ
キ」で知られる機種─，カラーフィルム，プリントサービスなどを提供するコンシューマーイ
メージング領域，そして 1億画素を超える超高画質ミラーレス GFXシリーズ，小型かつ高画質
のミラーレス Xシリーズ， 4Kや 8Kの高画質映像制作を支える放送・シネマ用レンズ，プロ
ジェクター，監視カメラなどを提供するプロフェッショナルイメージング領域といった 2つから

4）以上は，富士フイルムホールディングス株式会社（2023）に負う。
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なる。当社のイメージング事業は1934年の創業以来，一貫して培ってきた写真フィルムや印画紙
の材料技術と，デジタル映像技術やオプトメカトロニクスとを結合することにより，撮影デバイ
スからプリントソリューションまで多様なラインのイメージング製品・サービスを実現してきた
点で際立っている（西村 2022）。
富士フイルムのイメージング事業の中核をなすのが，R&D組織であるイメージングソリュー
ション開発センターにほかならない。そこでは，すべての製品・サービスの要素開発から商品化
にいたる一連のプロセスが扱われている。当センターのミッションは，開発現場に蓄積された材
料技術，画像処理技術，光学技術などの一連のケイパビリティを活用することで，イメージング
の将来を左右しうる革新的な製品・サービスを生み出すことである。西村開発センター長は，そ
の強みや競合にたいする優位性について述べる。すなわち，

富士フイルムのイメージング事業の長い歴史のなかで，フィルムからプリントまで一貫してカ
バーしてきたため，「良い画とは何か」を開発に携わるメンバーの多くが実体験のなかで理解して
いる点です。また，実際に「良い画」をつくるための画像形成技術力も有しています。例えば，写
真フィルムの「色」をデジタル上で再現する「フィルムシミュレーション」機能には当社の画質設
計のノウハウが集約されています。ミラーレスカメラのユーザーから高い評価を受けており，当社
製品の優位性につながっています。インスタントフィルムやレンズ部材のような材料・加工技術か
ら，カメラのようなハードウェア技術，スマートフォンアプリやネットワークサービスのようなソ
フトウェア技術まで，幅広い技術・商品をカバーしているところも特徴です。映像に関する多様な
アセットを組み合わせることで新たなサービスの創出を考えられるのも，私たちのアドバンテージ
と考えています（西村 2022）。

つまり，イメージングソリューション開発センターの強みは，当社において歴史的に蓄積されて
きた良い画をつくるためのケイパビリティにあるとみなされよう。
良い画をつくるうえで，プロフェッショナル向けの高品質フィルムの 1つであるベルビアで可
能になるような鮮やかな色を含め，多様かつ豊かな色合いをデジタルで再現する機能こそ，フィ
ルムシミュレーションにほかならない

5）
。つまりそれは，撮影者の意図にあわせて，あたかもフィ

ルムをとりかえるかのごとく発色やコントラストを変化させることができる富士フイルム独自の
画期的な機能である。当社は，画質が色，シャープネス，ノイズ，階調性といった 4要素によっ
て構成されるものと考え，これらの全体的なバランスがとれた心地良い画質を志向する。そして，
これら 4要素のそれぞれをどのくらいの数値にすれば心地良い画になるかにかんするケイパビリ
ティが，当社には蓄積されてきた（豊田 2020a）。また，APS-Cセンサーを搭載する Xシリーズ，

5）2024年 4 月の時点で富士フイルムのフィルムシミュレーションは，プロビア，ベルビア，クラシックク
ローム，セピアなど20種類もの機能に及び，これらすべての機能を実現できる機種としては，GFX100 IIと
X100VI の 2 つがある（https://digitalcamera-support-ja.fujifilm.com/digitalcamerapcdetail?aid=000003156）。
フィルムシミュレーションの技術的な原型は2004年に発売された FinePix S3 Proに搭載されたのだが，フィ
ルムシミューレションという名の下で最初に搭載されたのは，2008年に発売された FinePix S100FSである
（豊田 2020a）。

035-048_三田商学_67-2_谷口和弘.indd   38035-048_三田商学_67-2_谷口和弘.indd   38 2024/10/10   21:552024/10/10   21:55



富士フイルムにおけるケイパビリティ進化のマルチレベル分析 39

および大型センサーを搭載する GFXシリーズの 2つのラインからなる当社のカメラは，フィル
ムシミュレーションによる画質設計という点で共通している（豊田 2020b）。
一般にカメラ業界では，「撮って出し」ないし「JPEG撮って出し」という表現が用いられる
ことがよくある。この表現は，カメラで撮影した画像を撮影後に何らかの加工をすることもなく
そのまま写真として扱うことを意味する。富士フイルムは，独自の写真文化の下でフィルム事業
にかかわるさまざまなケイパビリティを歴史的に蓄積してきたこともあり，こうしたフィルムシ
ミュレーションが可能になった。結果的に，プロフェッショナルですらも撮って出しの強みを体
感でき，良い画をつくるという点でハイエンドの価値が創造されている

6）
。

ではなぜ富士フイルムは，他社にたいする強みとしてフィルムシミュレーションによる心地良
い画像の設計を実現できたのであろうか。すなわち第 1に，助野会長は，写真に従事してきた当
社の歴史を挙げる

7）
。当社の歴史をつうじて，グローバルな事業展開によって各国市場のユーザー

がもつ色の嗜好を細かく理解するのに必要なケイパビリティを発展させただけでなく，イメージ
ング部門とデジカメ開発部門とを統合したことによって，写真技術をもたないカメラメーカーに
すぎない他社では模倣困難な写真総合メーカーとしての強みを実現できた。
第 2に，イメージングソリューション事業を統括する山元事業部長は，「もっともっと面白い

カメラ」をめざしてあくなき追求を続けていくという富士フイルムの先取的な企業文化を挙げる
8）
。

つまり，世の中が大きく変化していくことを前提として，現状にけっして安住しないようつねに
変化を先取りしていくことを是とする革新的な共有価値観にほかならない。当社では経時的に，
先取性にもとづくイノベーションへのこだわりが DNAとして組織内で継承されただけでなく，
他社に既存事業を破壊されるくらいなら自分たちで先取的に破壊してしまうことを是としてきた
（小島 2019；谷口・フルーエン 2021b；土屋 2018）。とくに当社は，写真を熟知しているという他
社にはない強みを基盤として，画像処理やイメージセンシングにかんする一連のケイパビリティ
を社内で開発してきた。その結果，どのカメラも色へのこだわりという点で際立ち，それが他社
との重要な差別化点となった。

2. 2.　写真文化とシグネチャ・プロセス
富士フイルムにおいては，豊かな色に特徴づけられた心地良い画像を大切にする企業文化─
当社が写真文化とよぶ共有価値観─が進化し，それにかかわる暗黙知が社内において世代間で
継承されてきた。富士フイルムは，写真文化について記す。すなわち，

富士フイルムは今まで，人々の日常生活に新鮮な喜びをもたらしていくことにつねにコミットし
続けてきましたが，その姿勢は今後も一貫して変わることはありません。1934年の創業以来，当社
は「もっとすばらしい画像と情報を提供することによって社会貢献を実現する」ことにつねにコ

6）西村開発センター長へのインタビュー（2023年 5 月11日，富士フイルム本社）による。
7）ここでの記述は，助野会長へのインタビュー（2023年 5 月11日，富士フイルム本社）に負う。
8）山元事業部長へのインタビュー（2023年 5 月11日，富士フイルム本社）による。
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ミットしてまいりました。私たちの事業活動は，写真フィルムや他の感光材料に加えて写真関連の
デバイスやサービスに注力してきました。私たちは新しいデジタルイメージング技術の創造に取り
組んでまいりましたが，プリンティング，ヘルスケア，そして社会的に必要とされる他の基本的な
サービスの提供に積極的にかかわってまいりました。私たちは，歴史をつうじてさまざまな人たち
のサポートをえてまいりました。私たちは，このことにたいする感謝の気持ちを忘れることなく，
「富士フイルムなりにもっと豊かな生活スタイルの創造のためにできること」を求め続けていきた
いと思います（FUJIFILM Holdings Corporation 2024）。

つまり当社は，写真を基盤とした一連の事業活動に従事することで「もっと豊かな生活スタイ
ル」という独自の価値を創造してきたということである。
歴史的にみると，富士フイルムの前身である富士写真フイルムは，かつて写真乳剤の改良と
フィルムベースの耐久性不足の改善という難問に悩まされたことがあった。とくに，フィルム
ベースの耐久性にかかわる問題を解決できないことによって，映画用フィルムの生産中止を余儀
なくされた。その結果，経営危機が招来された。1934年の富士写真フイルム設立時に社長となっ
た淺野修一は，写真フィルム事業を生涯の事業としてあくまでやり抜くという強い志を表明し，
彼と志を同じくする従業員に向けて説得を試みた（富士写真フイルム編 1984；谷口・フルーエン  
2021b）。結果的に従業員は，当社が想像を超えるほどの深刻な危機にあることを感知し，残業料
の辞退などをつうじたコスト削減，R&D投資，設備投資に取り組むにいたった（富士写真フイル
ム編 1954）。組織内では人々の団結が促進され，技術進歩と販売拡大に向けて全社的な努力がな
された。
かくして，会社存続の危機に瀕した富士写真フイルムは，品質がすべてを決定する，そして全
社員が 1つになって問題解決に取り組めばどんな困難をも克服できる，という 2つの教訓をえた。
労使協調の品質第一主義は，かつての富士写真フイルムから現在の富士フイルムにいたるまで，
時間をつうじて一貫した企業文化の重要な基礎をなすといえよう。富士写真フイルムは元来，写
真フィルムと映画用フィルムの国産化をミッションとして設立された。そのため，ロールフィル
ムの生産による短期的な収益の確保という安易な選択をせず，写真フィルムと映画用フィルムの
国産化という長期的な課題の解決を優先した。かくして，協力的な品質第一主義と先取性こそ，
まさに当社の企業文化を支える支柱だとみなされる。
富士フイルムでは，写真フィルムと映画用フィルムの国産化という内製化志向のミッションを
何より優先する創業以来の先取性，そして難しい長期的な課題に全社的に取り組むという問題解
決を是とする品質第一主義の企業文化にもとづく一連の組織プロセスが，シグネチャ・プロセス
として確立し，経時的にうまく機能してきた（谷口・フルーエン 2021b）。デジカメにかんしてい
えば，1977年から着手したデジカメ開発は，1988年のフォトキナ（Photokina）におけるフジック
ス DS-1Pの発表に結実した（ガベッティ・トリプサス・青島 2010）。それは，当社特有の写真文化
を反映したシグネチャ・プロセスの賜物だといえるだろう

9）
。ただし，この機種を世界初のデジカ

9）シグネチャ・プロセスは，過去の経営者による意思決定・行動や組織学習などといった会社の歴史的なレ
ガシーから生み出される。したがって，それは企業特殊的であるため，他社にとって簡単には模倣できな
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メとする説（e.g., 小暮 2006）もあるが，あくまでそれは試作機にすぎなかった点に注意を払って
おきたい。
一般的にデジカメの歴史は，ソニーが1981年に発表したマビカ（MAVICA）からはじまったと
いわれる。この小型試作機は，フィルムを利用して撮影・現像を行う従来の方式とは異なり，
CCD（電荷結合素子：charge coupled device）イメージセンサーなどを利用して静止画を 2インチ
のフロッピーディスクに記録する。まだそれは，デジカメとよべるほどの次元に到達しておらず，
アナログ電子カメラにすぎなかった。そしてキヤノンは，ソニーのマビカ・システムを真摯に研
究し，1986年にキヤノン RC-701という世界初のスチルビデオカメラを発売した。だがデジカメ
時代は，1989年に富士写真フイルムによって製品化された世界初のデジカメであるフジックス
DS-Xによって本格的に到来したとみなされよう。そして，広範な一般ユーザーを巻き込んだデ
ジカメの普及は，1995年に発売され，低価格での勝負に出た液晶モニター付きデジカメのカシオ
QV-10によるところが大きい

10）
。

他方，西村開発センター長は2009年，デジカメの歴史を CCDイメージセンサーの開発に求め
た興味深い論文（西村・堀井 2009）を発表した

11）
。この技術は1969年，アメリカのベル研究所

（Bell Laboratories）のウィラード・ボイル（Willard Boyle）とジョージ・スミス（George Smith）に
よって開発された。この研究所の半導体部門を統括していたジャック・モートン（Jack Morton）

が彼ら 2人にたいして，磁気バブルメモリーのアナロジーに依拠して半導体メモリーを開発する
よう命じた。結果的に同年10月17日，驚くべきことに，彼らはわずか 1時間でその開発にこぎつ
けたという。そして2009年，彼らはそうした「瞬発力」のおかげでノーベル物理学賞の栄誉に浴
することになった

12）
。

富士フイルムは，社名に込めた写真への想いについて，写真を人間にとってきわめて貴重な文
化として位置づける。2010年，世界の写真フィルムの総需要はピーク時の10％以下へと急激に落
ち込んだ（古森 2013）。すでに2000年に社長に就任し，本業消失という創業以来のこの未曾有の
危機に直面した古森重隆は，当社独自の写真文化について述べる。すなわち，

写真文化を守ることは富士フイルムの使命である。儲かる，儲からない，の話ではない。確かに
写真フィルムの需要が今後も縮小していくことは目に見えている。しかし，だからこそ，富士フイ
ルムは写真文化を支え続けていくべきだ（古森 2013，56）。

い。しかし，時間をつうじてその模倣困難性が失われていくため，強い DCによってシグネチャ・プロセス
自体を修正していく必要もある（Teece 2014）。

10）以上の記述については，谷口・市川・フルーエン（2023b）に負う。
11）西村・堀井（2009）によれば，1990年代後半から2000年前半のデジカメ黎明期には，高画質化と撮像素子
の多画素数化はほぼ同義のものとして扱われた。だが，プリントで画素数の差を体感にしくくなった2005年
くらいから，デジカメは高画質化を実現するために，手ブレ補正機能，高感度撮影機能，ワイドダイナミッ
クレンジ撮影機能など一連の新機能が提案されるようになったという。

12）以上の記述については，越智（2010，2011）に負う。
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つまり富士フイルムにとって，写真文化の存続は社名にも記されたミッションで，写真にかかわ
る一連の事業は，当社にとって CSR（企業の社会的責任：corporate social responsibility）として
収益性を超えてでも取り組むべき重要なパーパスだといえよう。実際，当社は「地球上の笑顔の
回数を増やしていく」というパーパスを掲げ，従業員一人ひとりが志を抱き，全社的なパーパス
の実現をめざしていくことを強調する（富士フイルムグループ 2024a）。
古森が社長，会長をつとめていた21年にも及ぶ超長期体制の下で進められたM&Aによる一連

の新規事業創造─とりわけヘルスケアを中心とした PX（ポートフォリオ変革：portfolio 

transformation）─の「影の立役者」（堀田 2016）と目されてきたのが，現在，代表取締役会長を
つとめる助野にほかならない。実際のところ彼は，古森会長の新規事業創造と中嶋成博社長の現
場力向上の双方を経理・財務面での際立つスペシャリストとして支えてきた。彼の前任者として
代表取締役会長をつとめていた古森は2021年 6 月に退任し，最高顧問になった。その後，社長
COOをつとめていた助野が代表取締役会長に，そして古森と助野の後継者として富士フイルム
の統括を行う代表取締役社長 CEOになったのが，後藤禎一にほかならない（毎日新聞 2021）。
後藤社長は，富士フイルムによるサステナブル社会の実現に向けた挑戦を強調して述べる。す
なわち，

「イメージング」セグメントでは，撮影したその場で写真をプリントして楽しめるインスタント
フォトシステムやハイエンドのミラーレスデジタルカメラ，プリントサービスといった高品位・高
性能の製品・サービスの開発・提供を通して，人生を豊かにする写真の価値を発信し続けています。
世界には依然として数多くの社会課題が存在しています。富士フイルムグループはこれからも事業
活動を通じて持続的な成長と企業価値の向上を図るとともに，社会の持続的発展に貢献することを
目指していきます（後藤 2024）。

つまり富士フイルムは，「人生を豊かにする写真」という価値を創造しつつ，「企業価値の向上」
と「社会の持続的発展」とを両立させるというサステナビリティ経営の挑戦的課題に取り組んで
いる。このように，富士フイルムにおいて経時的に継承されてきた写真文化に根差したパーパス
志向型サステナビリティ経営については，後でくわしく論じることにしよう。

2. 3.　大宮事業所におけるデジカメ開発
現在のところ，富士フイルムのデジカメ開発は大宮事業所を拠点としており，そこでイメージ
ングソリューション開発センターのエンジニアが日々，先端的なデジカメの開発に向けて活動し
ている。そもそも当社は，大宮という立地選択をなぜ行ったのか

13）
。すなわち第 1に，戦後におい

て都市化が進展する過程で，板橋区を中心とする城北地域にあった光学企業が，大宮事業所の位
置する埼玉県に工場や本社を移転した。とくに，1952年に埼玉県工場誘致条例が公布されたこと

13）ここでの記述については，埼玉県における光学産業の発展を的確に論じた藤坂（2018）に負う。
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を契機として，大宮市（大宮事業所が立地する現在のさいたま市北区を含む）をはじめ熊谷市，浦
和市，川口市など県内17市町村であいついで工場誘致条例が制定されることとなった。その結果，
埼玉県への光学産業の集積が加速した。
第 2に，陸軍は1939年に陸軍東京造兵廠大宮製造所を建設し，大宮に新設したその軍需用光学
機器工場で光学レンズの製造・組立などを行った。さらにいえば，陸軍が砲兵科の機材として採
用していた双眼鏡製品メイボー（MEIBO）の生産をになった榎本光学精機製作所（以下，榎本光
学）は，陸軍八光会のメンバー企業であった。そのため，陸軍からの技術的な信頼も厚かった。
しかしこの企業は，軍需用光学機器の増産を委託するほどの十分な経営基盤にめぐまれていな
かった。そのため陸軍は，富士フイルムの前身であった富士写真フイルムに榎本光学の買収を求
め，安定した生産体制の構築を期待した。その結果，富士写真フイルムは1944年，陸軍東京造兵
廠大宮製造所に隣接する榎本光学の分工場─同年に富士写真光機となったが，さらに2006年，
富士写真フイルムの100％子会社のフジノンとなった─を買収し，2010年の吸収合併にいたっ
た。かくして，富士フイルムによる大宮という立地選択は，埼玉県における光学関連事業の産業
集積の発展，および陸軍による榎本光学買収の推奨といった歴史的な要因に帰すことができよう。
このように，富士フイルムの大宮での事業展開の歴史は，富士写真フイルム当時の陸軍とのつ
ながりからはじまったといってよい。さらにいえば，双眼鏡にたいするアメリカ軍の需要が当社
の事業の存続・発展を支えた

14）
。1945年に終戦をむかえると，機関銃や狙撃銃用の光学照準器に搭

載するためのレンズなどの生産に従事していた陸軍東京造兵廠大宮製造所は，その歴史的な使命
を終えることとなった。このことは，そこで働いていたエンジニアの失業だけでなく，その協力
工場として機能していた多くの中小メーカー向けの需要の消失をも意味した。
こうした危機的状況において，大木富治によるリーダーシップの下，埼玉県やその近郊に本社
をもつ中小光学メーカー 15社が集結し，日本光学機器工業組合が創設された。当組合の初代理
事長に就任したのが，大木だった。実は，彼は1931年に陸軍を退役した後で榎本光学に入社し，
双眼鏡製造に着手していた点で富士写真フイルムと深い関係をもっていたといえよう。まさに大
木こそ，双眼鏡事業をつうじて戦後における埼玉県の光学産業再興に向けた経路を創出した人物
にほかならない。とくに彼は，日本に進駐したアメリカ軍の購買部にたいして商社経由で双眼鏡
を首尾よく売り込むことができた。
富士写真光機は終戦後，大宮を除く他の拠点を売却し，1946年には本社を東京都目黒区から大
宮市へと移転した。戦後，双眼鏡やカメラの輸出が活況を呈してきたが，その背後には1950年に
勃発した朝鮮戦争があった。概して日本では，終戦を契機に軍需産業の壊滅がもたらされた。他
方，光学産業についていえば，アメリカ軍向けの軍需が双眼鏡の需要を下支えしていた。総じて，
広義には日本のカメラ産業の発展，狭義には富士写真フイルムの発展は，需給面での軍との結び
つきに依存していたといえるだろう。
富士写真光機の親会社だった富士写真フイルムは，1938年に完成した小田原工場でレンズ生産

14）以下の議論は，藤坂（2019）に負う。
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と並行的にカメラ生産の計画を進めようとした。しかし，この計画は期待通りの進展をみなかっ
た。そこで，子会社の富士写真光機でもカメラ生産に着手することで，親子両社による並行生産
体制を採用した。結果的に1948年，ブローニー判ロールフィルムを使用する 6 cm× 6 cm判の
スプリングカメラであるフジカシックス IAの発売につながった。そして1950年，カメラ生産と
レンズ開発の効率化のために，富士写真光機にカメラ生産を特化する一方，小田原工場にレンズ
研究・試作生産を特化する体制を採用したのだった

15）
。

富士フイルムは2010年，子会社だったフジノンの吸収合併を実行した後，宮城県仙台市を拠点
としていたデジカメ開発に携わっていたメンバーを，レンズ開発の拠点となっていた大宮事業所
へと集結させた（久米 2012）。そして2012年，高性能レンズの生産を，当時は子会社だった富士
フイルムオプティクスが茨城県常陸大宮市にもっていたレンズのマザー工場の盛金工場へと，大
宮事業所から移管した（日本経済新聞 2013）。さらに2020年，光学・電子映像分野での社内外の
共創を促進し， 5G時代のデジカメの進化を実現するための拠点として，大宮にイメージング関
連の一連の機能を集約すべく 5階建ての i棟を新設した（日経産業新聞 2020）。この i棟では，
R&D，マーケティング，サプライチェーンなど多様な機能をになう600人あまりの人々が，いわ
ばクロスファンクショナルな「ヨコ串の一体感」を実現して同じ空間を共有することで，コミュ
ニケーション費用の節約を図りつつ，最終商品であるデジカメの開発プロセスの短期化に取り組
んでいるという

16）
。

では，大宮事業所を中心に行われる富士フイルムのデジカメ開発はどのようなものか。その特
徴として，以下の 2つが挙げられよう。すなわち第 1に，突き抜けた中期目標からのバックキャ
スティングにもとづくコア技術開発である

17）
。富士フイルムは，現在の延長線上をそのまま線形的

に進んでいくのではなく，数年先の中期的な未来を想像しつつバックキャスティングを試み，競
合が実行しないであろう困難な課題を予想し，将来的にトップをねらえるゲーム・チェン
ジャー・モデルはどのようなものか，について自問自答を続けていく。そして，こうしたモデル
の実現に必要とみなされる際立ったデバイスや要素技術の開発を進める。たとえば，他社よりも
1.7倍大きいセンサーの開発にあたっては，サイズやコストにかんするデメリットとしてではな
く，むしろ他社の追随を許さないほどの高みへと突き抜けるためのメリットを重視した。とくに
コア技術開発では，バックキャスティングにもとづいて数年をかけて計画的に展開していく。
第 2に，商品化技術開発におけるフロントローディングとコンカレントエンジニアリングとの
バランス化である

18）
。商品化技術開発ではスピードが優先され， 1年程度の短期開発がルーティン

化されている。フロントローディングは文字通り，商品開発の初期段階─フロント─に負荷
をかけること─ローディング─を意味する。つまりそれは，商品開発の初期段階において設
計品質の向上を図り，モノづくりにおいて後工程でのバグの発生を未然に防止しようとする思想

15）以上の記述については，富士フイルムグループ（2024b）に負う。ちなみに，IAが富士フイルムにとって
最初のカメラとなった（日本カメラ博物館運営員会 2006）。

16）山元事業部長へのインタビュー（2023年 5 月11日，富士フイルム本社）による。
17）ここでの記述は，西村開発センター長へのインタビュー（2023年 5 月11日，富士フイルム本社）に負う。
18）同上。
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にほかならない。商品開発の局面でのつくりこみにより後工程での設計変更を減らし，試作回数
削減による費用節約を意図する。他方でコンカレントエンジニアリングは，商品企画や製品開発
において複数部門の活動を同時並行的に実施し，開発期間の短縮化を図る手法である。
富士フイルムは，コア技術開発における試作評価の段階でその成果を商品化技術開発における
共通的要素技術開発やファームウェア並行開発へと反映させ，さらに製品開発にもコア技術を反
映させている。かくして当社は，経時的に川上の活動から川下の活動へと進展していく線形モデ
ル（linear model）を棄却している。つまり，新しいケイパビリティの創出が川上に限定されるわ
けではなく，むしろケイパビリティ進化が川上・川下に拡散した多様なソースに由来することを
認識したうえで，川下の刺激が川上の活動に影響を及ぼすようなフィードバックを勘案した鎖
状連結モデル（chain-linked model）を採用しているとみなされよう（e.g., Aoki 1988; Aoki and 

Rosenberg 1989）。
富士フイルムのデジカメ開発では，デバイスや要素技術の開発に先立つ見切り発車を是とする
フロントローディングと，大宮事業所をプラットフォームとしたクロスファンクショナルな対面
型のコミュニケーションにもとづくコンカレントエンジニアリングの双方に，バランスよく同時
並行的に取り組んできた。デジカメ開発において通常のケースでは 4 - 5 年もの時間を要するの
だが，それと比べて早期の開発を実現できた。すなわち，デジカメ開発において約 1年の時間圧
縮に成功し，約 3年で製品の市場投入を実現できた

19）
。

3 ．富士フイルムの DMCのマルチレベル分析

3. 1.　全社レベル─助野会長

3. 1. 1.　財務にかんする強い DMC
助野は1977年，富士写真フイルムに入社して以来，経理部でさまざまな経験を蓄積してきた

20）
。

1985年には，イギリスの現地法人へと赴任した。主にイギリスでは，カメラ，フィルム，ビデオ
テープなど商品の販売組織の変革に取り組み，代理店販売から直販への転換を進めていった。さ
らに彼は，営業の仕事にも関心を抱き，イギリス全土を飛び回ったという。そして，スコットラ
ンドで行われたある商談では16杯のウィスキーをすべて飲み干し，病院での医療用 X線フィル
ムの大口受注を勝ち取った，という伝説すらももつ。
他方，助野は2002年，アメリカの現地法人に赴任し，そこで CFOをつとめることになった。

まさにそれは，デジカメの登場によるフィルム市場の破壊に直面していた時期にほかならない。
彼は，そうした危機的状況においてアメリカの現像工場の統廃合を進めた一方，成長の著しいイ
ンクジェット事業の発展に向けてアメリカ企業をターゲットに数多くのM&Aディールに取り組
んだ。結果的に量的に増大した企業の PMI（ポスト・マージャー・インテグレーション：post 

merger integration）を進めていく過程で，シェアードサービスの仕組みづくりにも従事した。

19）同上。
20）以下の助野会長のエピソードについては，主として日本経済新聞（2020a, b）に負う。
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そして助野は2013年，富士フイルムの取締役執行役員経営企画部長をつとめることになった。
2016年には代表取締役社長 COOに就任し，2021年には代表取締役会長の座についた。入社以来，
経理・財務畑を歩んできたことでM&Aに必要とされる繊細な DMC（たとえば，PMIに必要とさ

れる買収企業とターゲット企業とのあいだの文化の融合，および適切なインセンティブ・システムを設

計するためのケイパビリティなど）を蓄積した一方，12年にも及ぶ英米駐在をつうじて大胆な国際
感覚を醸成した。このように繊細さと大胆さとを兼ね備えた助野を登用した古森は，「当社に
とって極めて重要な業務経験が豊富で，さらなる成長に導くのにふさわしい人材」（堀田 2016）
という彼についての人物評を残している。
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